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コンクリートと共に

２０１８．０９．２８

岡村 甫

１９６１年（修士１年）：５７年前
黒部第４発電所 発電開始

１９６４年（博士課程）：５４年前
東京オリンピック開催

東海道新幹線・首都高速道路 開通

日本工業規格：
鉄筋コンクリート用棒鋼 制定
（高強度異形鉄筋規定）

日本道路協会
鉄筋コンクリート道路橋示方書 発刊
（高強度異形鉄筋の使用）

１９６４年制定ＲＣ道路橋示方書

ＳＤ３０の許容応力度： 1,800 kgf／cm２

（丸鋼のＳＲ２４の許容応力度 1,400 kgf／cm２ ）

床版支間の増加 鉄筋比の減少

床版被害続出
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その年までに補修・補強された床版個所数

床版補強までの経過年数
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３９年道示

４６年要領

首都高速
のデータ

昭和４６年（１９７１年）制定ＲＣ設計要領

鉄筋の許容応力度：1,400 kg／cm２以下

床版厚さ（cm  未満）

３９年道示

４６年要領
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床版厚さ：２０ｃｍ以上

首都高速
のデータ

昭和４６年制定ＲＣ設計要領による効果

３９年道示

４６年要領
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床版打設後点検までの経過年

点検時までの損傷Bの割合

首都高速
のデータ

昭和３９年RC橋梁示方書によって造られた床版の補強方法
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縦桁（＋横桁＋短冊）

鋼材（縦桁＋横桁）

樹脂注入（＋短冊）

その他

補修なし

首都高速
のデータ
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補強から点検までの経過年数

損傷Bの割合（３９年道示）

首都高速
のデータ

建設個所数

建設年度

３１年道示

３９年道示

４６年要領

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995

１９６４年示方書に拠る床版数が
最も多いことに注意する必要がある。

まとめ１

１９６４年示方書に準拠して造られた床版は、
縦桁や横桁さらに全面を鋼板で大部分
（８０％）が補強されている。

この示方書では高強度異形鉄筋の使用を奨励し、
その許容応力度を丸鋼の３割増しとしたため、
床版の細長比が大きい設計が経済的となっ

た。
曲げひびわれ発生の危険度が増したことが
原因の一つと思われる。

鉄筋間隔が床版厚さに比して大きい可能性もあ
る。

まとめ２
１９７１年設計要領では、
鉄筋の許容応力度に制限を加え、
最小床版厚を２０cmとした。
補修は１％程度であり、
最近まで良好な状況にある。
過積載が時代によって変化しているので、
その調査も加味する必要がある。

２０１３年以降の点検では損傷が急増している。
実際の状況を確認した上で、将来予測を行う必

要がある。
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１９８４年：４４年前

道路橋の塩害対策指針（御子柴光春委員長）

小林 一輔 教授
セメント・砂・砂利)の不適性
施工不良
に対しての警告

１９８８年：土木学会 コンクリート構造物の耐久設計指針（試案）
１９９５年 コンクリート構造物の耐久設計指針（案）

１９８９年 自己充填コンクリートSCCの開発：３９年前

バイブレーターの役割：突き棒

せん断破壊

地下構造物の破壊（初めての経験）

阪神淡路大震災の際の土構造物の耐震評価に使える唯一のプログラムとして、
実用に供され、この研究が日の目を見ました。

１９９５年：阪神・淡路大震災：３３年前
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２０１７年
道路橋示方書・コンクリート編

（限界状態設計法導入）

１９８６年：４２年前
土木学会 コンクリート標準示方書

（限界状態設計法導入）

１９７２年 土木学会 鉄筋コンクリート終局理論の参考：５６年前
１９８１年 土木学会 コンクリート構造の限界状態設計法試案
１９８３年 コンクリート構造の限界状態設計法指針（案）

検 査

体系的な検査システム 構造物の要求性能が満足されていることを確認

構造物の受入れ

検査 [目視]

施工に関する性能

打込み・締固め
施工管理

検査可能

製造
材料

工程

強度
（性能）

配合 全量
計量値

原則

コンクリート供試体の検査
（コンクリートの受入れ時）

照査方法を
たどる事で
省略

工事記録

責任所在の明確化

構造物の耐久性向上

構造物標示

構造物名称 荷重

設計施工機関名

工事着手年月日 竣工年月日

設計・施工・施工管理責任者氏名

設計基準強度，水セメント比

長期維持管理の上で有効


